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令和５年５月 26 日 

独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 

 

民間競争入札実施事業 

「発注者支援業務（新横浜）」の実施状況について 

 

１ 事業の概要 

  公共サービス改革基本方針（令和 4 年 7 月 5 日閣議決定）別表において民間競争入札

の対象として選定された「発注者支援業務（新横浜）」については、競争の導入による

公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下「公共サービス改革

法」という。）の規定に基づき、令和 4 年度から民間競争入札により「令和 4～5 年度関

東甲信工事局発注者支援業務（新横浜）」として実施している。 

 

（１）業務内容 

本業務は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「当機構」という。）

関東甲信工事局における発注者（関東甲信工事局長をいう。以下同じ。）の業務を支援し、

その円滑な履行を図ることを目的とし、以下に掲げる内容を行うものである。 

１）工事発注にかかる補助業務 

 ２）工事及び役務の受注者等から提出された資料の収集・整理等の補助業務 

３）発注者が行う関係機関（国、地方自治体、道路管理者、河川管理者等）との協議・

調整に要する資料の収集・整理・作成、協議打合せ簿の作成等の補助業務 

４）その他 

上記各条項において工事及び役務契約上重大な事案等が発見された場合は、遅滞な

く報告する。 

 

（２）契約期間 

  令和 4 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 29 日（2 年間） 

  

（３）契約の相手方 

  株式会社プラネット・コンサルタント 

 

（４）実施状況評価期間 

  令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日まで 

 

 

資 料 １ 
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（５）契約者決定の経緯 

  「令和 4～5 年度関東甲信工事局発注者支援業務（新横浜）民間競争入札実施要項」

に基づき、入札参加者（2 者）から提出された技術資料について、技術評価点を審査し

た。入札価格については、令和 4 年 2 月 15 日に開札した結果、2 者が予定価格の範

囲内であったことから、この 2 者について総合評価を行い、評価値の最も高い者を落

札者とした。 

 

２ 確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価 

（１）民間競争入札実施要項において定めた民間事業者が確保すべきサービスの質の達成

状況については、以下の通り。 

評価事項 測定指標 評価 

（１）業務の内容 以下に示す業務について適切

に実施すること。 

・工事発注にかかる補助業務 

・工事及び役務の履行に係る

補助業務 

・関係機関との協議・調整に

係る補助業務 

・役務、工事受注者又は外部

から通知等を受けた場合は、

速やかに発注者にその内容を

正確に伝えること 

     【適】 

業務打合せ記録簿及び業務実

施報告書による月ごとの実施

業務内容を確認したところ、

工事発注に係る業務、役務及

び工事の履行に係る業務、関

係機関との協議・調整に係る

業務について、適切に実施さ

れており、満足のいく成果物

が提出されている。 

（２）監督員による採

点結果 

業務開始後、業務の目標の達

成状況を確認・評価するた

め、年に 2 回（9 月、2

月）、監督員による作業成績

の採点を実施し、その結果が

実施要項において業務実績と

認められる評定点（65 点以

上）を維持すること。 

【適】 

令和４年度：平均 70.3点 

（採点結果の詳細は別紙） 

 

３ 実施経費の状況及び評価 

（１） 実施経費 

・市場化テスト実施前の契約金額（平成 30 年 4 月から令和 2 年 3 月まで） 

 126,000,000 円（税抜）【落札率 98.84%】…① 
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・市場化テスト（第 1 期）実施後の契約金額（令和 2 年 4 月から令和 4 年 3 月

まで） 

  97,000,000 円（税抜）【落札率 99.38%】…② 

 

・市場化テスト（第 2 期）実施後の契約金額（令和 4 年 4 月から令和 6 年 3 月

まで） 

  87,000,000 円（税抜）【落札率 84.98%】…②’ 

 

・業務量が減少したこと等による減額分（シールド工事区間が受託範囲でなく

なったこと及び、地質調査が完了したこと等による） 

  ▲31,960,000 円（税抜）…③ 

 

・人件費等が上昇したことによる増額分 

  7,140,000 円（税抜）…④ 

 

（２） 経費削減効果 

市場化テスト実施前と（第 2 期）実施後の契約金額は、比較すると以下のとお

り年間 19,500,000 円減少している。 

 

②’－① 

＝87,000,000 円－126,000,000 円 

＝▲39,000,000 円（単年度換算：▲19,500,000 円） 

 

しかしながら、業務量が減少したこと等による減額分及び人件費等が上昇した

ことによる増額分を控除して比較した場合、以下のとおり、単年度換算で

7,090,000 円の 11.3%減少となっている。 

 

（②’－③－④）－①  

＝（87,000,000 円－▲31,960,000 円－7,140,000 円）－126,000,000 円) 

＝▲14,180,000 円（単年度換算：▲7,090,000 円） 

 

（３） 評価 

従来事業から業務量が減少したこと等による減額分及び人件費等が上昇したこ

とによる増額分を控除して比較した場合、年間 7,090,000 円(11.3%)減少となっ

ており、市場化テストによる経費削減の効果があったと考えられる。 
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４ 民間事業者からの改善提案による改善実施事項等 

 受注者の技術力向上のため、WEB 等を活用した外部講習受講による継続教育の実施

（令和 5 年度受講予定） 

 

５ 全体的な評価 

  本事業は、市場化テストの対象事業として、令和４年４月から令和６年３月までを第

2 期として現在実施中である。これまでの業務全体を通した実施状況は以下のとおりで

ある。 

① 実施期間中に受託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、また法令違反行為

もなかった。 

② 当機構には、外部有識者等で構成され、契約の点検・見直し等を行う仕組みとし

て、「契約監視委員会」や「入札監視委員会」が設置されている。この枠組みの中で

実施状況のチェックを受ける体制が整っており、当機構関東甲信工事局内に設置さ

れている「入札監視委員会」において、本事業についても審議を受けている。 

③ 受注者の人員確保を考慮し、入札スケジュールを前倒しし、主任技術者及び担当技

術者に対する要件の緩和によって競争性を高めた。その結果、市場化テスト実施前

は 1 者応札であったところ、2 者応札があり、競争性が確保されたと評価できる。 

④ 作業成績評定点は、市場化テスト実施前と比べてほぼ同程度であり、実施要項にお

いて業務実績と認められる評定点 65 点以上であったことから、確保されるべき公共

サービスの質は、十分達成されているものと考えられる。 

⑤ 従来経費から業務量が減少した事等による減額分及び人件費等が上昇した事による

増額分を控除して比較した場合、実施経費は年間 7,090,000 円(11.3%)減少しており、

経費削減の効果があったと認められる。 

 

６ 今後の方針 

  以上のとおり、「発注者支援業務（新横浜）」については、全体において良好な実施結

果が得られていることから、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する

指針」（平成 26 年 3 月 19 日官民競争入札等監理委員会決定）に基づき、市場化テスト

を終了することとしたい。 

  なお、市場化テスト終了後も、これまで官民競争入札等監理委員会における審議を通

じて指摘されてきた競争性の改善を通じた公共サービスの質、コスト削減等を踏まえた

上で、引き続き公共サービス改革法の趣旨に基づき、当機構自ら公共サービスの質の向

上、コスト削減等に努めてまいりたい。 

 

以 上 
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